
�愛媛県告示第６７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、八幡浜市長から公有水面の埋立てにより新たに生

じた次の土地は八幡浜市の地域であることを確認した旨の届

出があった。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第６８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、八幡浜市長から次のとおり字の区域を変更する旨の

届出があった。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第６９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、八幡浜市長から公有水面の埋立てにより新たに生

じた次の土地は八幡浜市の地域であることを確認した旨の届

出があった。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第７０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、八幡浜市長から次のとおり字の区域を変更する旨の

届出があった。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供

する。

平成１８年１月２０日

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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告 示

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

向灘 八幡浜市向灘２３４０の１、２３４０の５、２３４０
の６、２３４３の１、２３５０、２３５１の３、２３５１
の４、２３５２、２３５３の２及び２４５３の地先公
有水面埋立地

７５４．３２

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

八幡浜市向灘（２３０４の１＋２３０６＋２３０７）、（２３０５
の１＋２３０５の２＋２３０５の３＋県道２４９号線＋道）
、２３０８の１、２３０８の２、２３４０の４から２３４０の６ま
で、２３４３の１、２３５０、２３５１の２から２３５１の４まで
、２３５２、２３５３の２、２３５３の３、２４５２の３、２４５３、
２４５４、２４５６、２４５７、２４７９の１及び２４８０の１の地先

４，３０２．０２

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

向灘 八幡浜市向灘（２３０４の１＋２３０６＋２３０７）
、（２３０５の１＋２３０５の２＋２３０５の３＋県
道２４９号線＋道）、２３０８の１、２３０８の２
、２３４０の４から２３４０の６まで、２３４３の１
、２３５０、２３５１の２から２３５１の４まで、２３
５２、２３５３の２、２３５３の３、２４５２の３、２４
５３、２４５４、２４５６、２４５７、２４７９の１及び２４
８０の１の地先公有水面埋立地

４，３０２．０２新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

八幡浜市向灘２３４０の１、２３４０の５、２３４０の６、２３
４３の１、２３５０、２３５１の３、２３５１の４、２３５２、２３５３
の２及び２４５３の地先

７５４．３２

毎週（火・金）曜日発行 第１７２７号 平成１８年１月２０日

平成１８年１月２０日金曜日 第１７２７号

愛 媛 県 報
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愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

平田ショッピングセンターＡ敷地

松山市平田町１９０番地外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社サニーマート

高知県高知市知寄町二丁目１番３７号

代表取締役 中村 雄一

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社サニーマート

高知県高知市知寄町二丁目１番３７号

代表取締役 中村 雄一

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１８年８月２８日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，８８５平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

８１台

イ 駐輪場の収容台数

５０台

ウ 荷さばき施設の面積

１７６平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４０立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

及び閉店時刻

開店時刻 午前９時

閉店時刻 午後１２時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時４５分から午前０時１５分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口１１箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成１７年１２月２７日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方

局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の

日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第７２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供

する。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

平田ショッピングセンターＢ敷地

松山市平田町１６２番地１外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

・ダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 山下 雄輔

・株式会社ウイル

高知県高知市南御座９５番５

代表取締役 中村 雄一

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

・ダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 山下 雄輔

・株式会社ウイル

高知県高知市南御座９５番５

代表取締役 中村 雄一

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１８年８月２８日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

４，８５４平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

２６１台

イ 駐輪場の収容台数

９５台

ウ 荷さばき施設の面積

４２０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

２６立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

愛 媛 県 報平成１８年１月２０日 第１７２７号
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及び閉店時刻

・ダイキ株式会社 開店時刻 午前７時３０分

閉店時刻 午後９時３０分

・株式会社ウイル 開店時刻 午前９時

閉店時刻 午前２時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前７時１５分から午前２時１５分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口１１箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成１７年１２月２７日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方

局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の

日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の
名称

大規模小売店舗の
所在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

三越松山支店・フ
ァッションタウン
アヴァ

松山市一番町三丁
目１番地１外

大規模小売店舗
を設置する者の
代表者の氏名

株式会社三越
代表取締役
中村胤夫

株式会社三越
代表取締役
石塚邦雄

平成１７年
５月２４日

平成１７年
１２月２６日

大規模小売店舗
において小売業
を行う者

株式会社三越、株式会社
八木通商、株式会社カク
テルファスト、有限会社
レニーズ、ディーゼルジ
ャパン株式会社、ホテル
アンドリゾートサービス
株式会社、株式会社キャ
トルサンク、株式会社ブ
ルームフォーラム、株式
会社アビステ、株式会社
ナイツブリッジインター
ナショナル、株式会社タ
ガラ、株式会社スペッチ
オ、株式会社ルック、株
式会社マルショウ、鶴村
末広、北尾尚子、喜虎ミ
ドリ、有限会社ラ・バガ
ージュ、株式会社トウキ
ョウエルメス、株式会社
さえら、有限会社徳本家
具、合名会社香鳥屋、株
式会社ブルックスブラザ
ーズＪ、株式会社絣屋商
事、株式会社巴里屋、株
式会社梅野精陶所、伊部
株式会社、有限会社リフ
レエンタープライズ、株
式会社スワンｏｆＧＩＮ
ＺＡ

株式会社三越、株式会社
カクテルファスト、有限
会社レニーズ、ディーゼ
ルジャパン株式会社、ホ
テルアンドリゾートサー
ビス株式会社、株式会社
ブルームフォーラム、株
式会社アビステ、株式会
社ナイツブリッジインタ
ーナショナル、株式会社
タガラ、株式会社スペッ
チオ、株式会社ルック、
株式会社マルショウ、鶴
村末広、喜虎ミドリ、有
限会社ラ・バガージュ、
株式会社トウキョウエル
メス、株式会社さえら、
有限会社徳本家具、合名
会社香鳥屋、株式会社ブ
ルックスブラザーズＪ、
株式会社絣屋商事、株式
会社巴里屋、伊部株式会
社、有限会社リフレエン
タープライズ、株式会社
スワンｏｆＧＩＮＺＡ、
ジョルジオアルマーニジ
ャパン株式会社、合資会
社門田兵太商店、ティン
バーランドジャパン株式
会社、有限会社サロン・
ド・ファミーユ

株式会社八木
通商：平成１７
年１０月３１日、
株式会社キャ
トルサンク：
平成１７年３月
３１日、北尾尚
子：平成１７年
７月１０日、株
式会社梅野精
陶所：平成１７
年３月３１日、
ジョルジオア
ルマーニジャ
パン株式会社
：平成１７年４
月９日、合資
会社門田兵太
商店：平成１７
年８月９日、
ティンバーラ
ンドジャパン
株式会社：平
成１７年８月２７
日、有限会社
サロン・ド・
ファミーユ：
平成１７年１０月
３日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

愛 媛 県 報平成１８年１月２０日 第１７２７号
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�愛媛県告示第７５号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・カバ池下地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・カバ池下地区）計画書の写し

� 今治市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１月２３日から２月１７日まで

３ 縦覧場所

今治市役所大西支所

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ土居田店 松山市空港通一丁目
２１－１外 大規模小売店舗の名称 マルナカ空港通店 マルナカ土居田店 平成１７年

７月２３日
平成１７年
１２月２７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７６号
家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第１８条及び第３２条の規定により、家畜人工授精師の免許証を次のとおり交付した

。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

免 許
番 号

免 許
年 月 日

家 畜
の

種 類
免 許
資 格 本 籍 地 現 住 所 氏 名

生 年 月 日

第１７８９号 平成１８年１月２０日 牛 家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 宇和島市三間町土居中５９３番地 畠 山 修

昭和４２年２月２４日
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�愛媛県告示第７７号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により、次のように埋立てを免許した。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸 守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

松山市元怒和甲５１１番から同甲５７５番１までの地先

公有水面

イ 区域

次の１点から１３点までを順次直線で結んだ線及び１３

点から１５点までを結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ

．Ｌ．＋３．７１メートル）の陸と公有水面との接する線

並びに１５点から２７点までを順次直線で結んだ線及び２７

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．

＋３．７１メートル）の陸と公有水面との接する線により

囲まれた区域

基点（松山市元怒和甲９４２番１地先に設置された金

属鋲）は、北緯３３度５８分２７秒、東経１３２度３２分２９秒の

地点

１点は、基点から真北２３５度４３分１７秒１６．０５メート

ルの地点

２点は、１点から真北３５１度０９分４６秒５．９６メートル

の地点

３点は、２点から真北２９５度２５分５２秒５．０６メートル

の地点

４点は、３点から真北２９９度４３分２１秒５．００メートル

の地点

５点は、４点から真北３０４度５８分０５秒５．００メートル

の地点

６点は、５点から真北３１０度５０分３０秒４．３５メートル

の地点

７点は、６点から真北２２３度４０分０６秒１．６３メートル

の地点

８点は、７点から真北３１５度２０分４８秒１．９８メートル

の地点

９点は、８点から真北４６度２８分１３秒１．６３メートルの

地点

１０点は、９点から真北３１９度０８分５３秒２．１８メートル

の地点

１１点は、１０点から真北３２６度３８分３０秒５．００メートル

の地点

１２点は、１１点から真北３３３度２２分２０秒５．００メートル

の地点

１３点は、１２点から真北３３９度０６分１８秒５．００メートル

の地点

１４点は、１３点から真北６４度３５分４０秒９．７６メートルの

地点

１５点は、１４点から真北１５２度３１分４８秒８．６３メートル

の地点

１６点は、１５点から真北２３７度２２分１２秒０．５３メートル

の地点

１７点は、１６点から真北８５度０６分１９秒５．７１メートルの

地点

１８点は、１７点から真北１３５度０９分３７秒５．２２メートル

の地点

１９点は、１８点から真北１２８度１５分５０秒３．５１メートル

の地点

２０点は、１９点から真北１１２度４６分００秒１．１４メートル

の地点

２１点は、２０点から真北９８度０６分１４秒１．１１メートルの

地点

２２点は、２１点から真北７５度３６分１４秒１．１１メートルの

地点

２３点は、２２点から真北５３度０６分１４秒１．１１メートルの

地点

２４点は、２３点から真北３０度３６分１４秒１．１１メートルの

地点

２５点は、２４点から真北８度０６分１４秒１．１１メートルの

地点

２６点は、２５点から真北３４５度３６分１４秒１．１１メートル

の地点

２７点は、２６点から真北３３２度１８分２９秒１．３８メートル

の地点

ウ 面積

４１９．９７平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

松山市元怒和甲５１０番から同甲５７５番１までの地先

公有水面及び陸域

イ 区域

次の１点から１３点までを順次直線で結んだ線並びに

１３点と１点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（松山市元怒和甲９４２番１地先に設置された金

属鋲）は、北緯３３度５８分２７秒、東経１３２度３２分２９秒の

地点

１点は、基点から真北２１３度２３分２４秒８．４９メートル

の地点

２点は、１点から真北２２６度５２分１８秒１５．９１メート

ルの地点

３点は、２点から真北３１６度３１分１７秒４．７９メートル

の地点

４点は、３点から真北２２６度３１分１７秒５６．２７メート

ルの地点

５点は、４点から真北３１７度２０分２９秒６２．７２メート

ルの地点

６点は、５点から真北６３度５３分２４秒７８．４６メートル

の地点

７点は、６点から真北５度１８分０２秒１．２９メートルの
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地点

８点は、７点から真北２９１度３６分００秒４．１５メートル

の地点

９点は、８点から真北６６度０４分５５秒５．８８メートルの

地点

１０点は、９点から真北６４度１３分２８秒５．２７メートルの

地点

１１点は、１０点から真北５３度１９分４３秒６．１１メートルの

地点

１２点は、１１点から真北１５２度０９分４６秒３．４５メートル

の地点

１３点は、１２点から真北１５３度０８分５１秒３９．３８メート

ルの地点

ウ 面積

４，３５５．６０平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地 約３８５平方メートル

護岸用地 約 ３０平方メートル

水路用地 約 ５平方メートル

合 計 約４２０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成１８年１月１３日

�������
�愛媛県告示第７８号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により、次のように埋立てを免許した。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

松山市

松山市二番町四丁目７番地２

代表者 松山市長 中村 時広

松山市岩崎町一丁目７番７号

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

松山市元怒和甲９４２番１から同甲５７５番１までの地

先公有水面

イ 区域

次の１点から１３点までを順次直線で結んだ線並びに

１３点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ

．＋３．７１メートル）の陸と公有水面との接する線によ

り囲まれた区域

基点（松山市元怒和甲９４２番１地先に設置された金

属鋲）は、北緯３３度５８分２７秒、東経１３２度３２分２９秒の

地点

１点は、基点から真北３１５度３０分２８秒１９．７５メート

ルの地点

２点は、１点から真北１５２度１８分２９秒１．３８メートル

の地点

３点は、２点から真北１６５度３６分１４秒１．１１メートル

の地点

４点は、３点から真北１８８度０６分１４秒１．１１メートル

の地点

５点は、４点から真北２１０度３６分１４秒１．１１メートル

の地点

６点は、５点から真北２３３度０６分１４秒１．１１メートル

の地点

７点は、６点から真北２５５度３６分１４秒１．１１メートル

の地点

８点は、７点から真北２７８度０６分１４秒１．１１メートル

の地点

９点は、８点から真北２９２度４６分００秒１．１４メートル

の地点

１０点は、９点から真北３０８度１５分５０秒３．５１メートル

の地点

１１点は、１０点から真北３１５度０９分３７秒５．２２メートル

の地点

１２点は、１１点から真北３２２度２８分３１秒５．７１メートル

の地点

１３点は、１２点から真北５７度２２分１２秒０．５３メートルの

地点

ウ 面積

１３２．２５平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

松山市元怒和甲５１０番から同甲５７５番１までの地先

公有水面及び陸域

イ 区域

次の１点から１３点までを順次直線で結んだ線並びに

１３点と１点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（松山市元怒和甲９４２番１地先に設置された金

属鋲）は、北緯３３度５８分２７秒、東経１３２度３２分２９秒の

地点

１点は、基点から真北２１３度２３分２４秒８．４９メートル

の地点

２点は、１点から真北２２６度５２分１８秒１５．９１メート

ルの地点

３点は、２点から真北３１６度３１分１７秒４．７９メートル

の地点

４点は、３点から真北２２６度３１分１７秒５６．２７メート

ルの地点

５点は、４点から真北３１７度２０分２９秒６２．７２メート

ルの地点

６点は、５点から真北６３度５３分２４秒７８．４６メートル

の地点

７点は、６点から真北５度１８分０２秒１．２９メートルの

地点

８点は、７点から真北２９１度３６分００秒４．１５メートル

の地点

９点は、８点から真北６６度０４分５５秒５．８８メートルの

地点

１０点は、９点から真北６４度１３分２８秒５．２７メートルの

地点

１１点は、１０点から真北５３度１９分４３秒６．１１メートルの
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公 告
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公安委員会規則

警察本部告示

地点

１２点は、１１点から真北１５２度０９分４６秒３．４５メートル

の地点

１３点は、１２点から真北１５３度０８分５１秒３９．３８メート

ルの地点

ウ 面積

４，３５５．６０平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地 約１３０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成１８年１月１３日

�愛媛県公安委員会規則第２号
愛媛県警察署の名称、位置及び管轄区域条例施行規則及び

愛媛県警察の交番等の名称、位置及び所管区に関する規則の

一部を改正する規則を次のように定める。

平成１８年１月２０日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県警察署の名称、位置及び管轄区域条例施行規則

及び愛媛県警察の交番等の名称、位置及び所管区に関

する規則の一部を改正する規則

（愛媛県警察署の名称、位置及び管轄区域条例施行規則の

一部改正）

第１条 愛媛県警察署の名称、位置及び管轄区域条例施行規

則（平成１３年愛媛県公安委員会規則第１７号）の一部を次の

ように改正する。

第２条の表中「北井門町」の下に「、北井門一～五丁目

」を加える。

（愛媛県警察の交番等の名称、位置及び所管区に関する規

則の一部改正）

第２条 愛媛県警察の交番等の名称、位置及び所管区に関す

る規則（昭和４５年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を

次のように改正する。

別表第１の�の表石井交番の項所管区の欄中「北井門町
」の下に「、北井門一～五丁目」を加える。

附 則

この規則は、平成１８年１月３０日から施行する。

�愛媛県警察本部告示第１号
愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第

２７条第１項の規定により、口頭による開示請求をすることが

できる個人情報を次のとおり定め、平成１８年４月１日から施

行する。

平成１８年１月２０日

愛媛県警察本部長 粟 野 友 介

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１月１１日 特定非営利活動法人
地域美術展協会 渡 邉 祥 行 愛媛県松山市古川南一丁目２１番

３０号
この法人は、各地の風物や伝統的行事等を
描く展覧会の開催事業を行い、もって地域
文化の振興と地域経済の活性化に寄与する
ことを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１月６日 特定非営利活動法人
愛媛県自立支援福祉協会 丹 下 孝 則 伊予郡松前町大字南黒田４２２番

地６
この法人は、愛媛県内の内部障害者及び高
齢者等を対象に自立支援事業を行うことに
よって地域福祉の増進を図り、広く公益に
貢献することを目的とする。

口頭による開示請求をすることが
できる個人情報の内容 口頭による開示

請求をすること
ができる期間

口頭による開示
請求をすること
ができる場所

試験等の名称 開示する内容

愛媛県警察官採
用候補者試験

任命権者選考試
験の得点及び順
位

合格発表の日か
ら１月間 警務部警務課
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

雑 報

�公 告

平成１７年度行政書士試験合格者の公示について

行政書士法（昭和２６年法律第４号）第４条第１項の規定に

より愛媛県知事から財団法人行政書士試験研究センターに委

任された行政書士試験の合格者を次のとおり公示する。

平成１８年１月２０日

財団法人行政書士試験研究センター

理事長 池ノ内 祐 司

愛媛県警察官（
選考職）採用試
験

総合得点及び総
合順位

合格発表の日か
ら１月間 警務部警務課

愛媛県警察職員
（選考職）採用
試験

総合得点及び総
合順位

合格発表の日か
ら１月間 警務部警務課

愛媛県警察臨時
職員採用試験

総合得点及び総
合順位

合格発表の日か
ら１月間 警務部警務課

駐車監視員資格
者講習修了考査
・認定考査

得点 合格発表の日か
ら１月間

交通部交通指導
課

原付免許以外の
運転免許試験（
学科試験）

得点 合格発表の日 交通部運転免許
試験課

原付免許の運転
免許試験（学科
試験）

得点 合格発表の日
交通部運転免許
試験課又は受験
警察署交通課

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

７５１０００５ ７５１０１２０ ７５１０２２３ ７５１０５０６

７５１００１３ ７５１０１６０ ７５１０２３８ ７５１０６３７

７５１００３７ ７５１０１６３ ７５１０３１６

７５１００５６ ７５１０１９６ ７５１０４６４

平成１８年１月２０日 印刷
平成１８年１月２０日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円４４
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